
AI検索時代のオウンドメディア戦略（１）改めて、オウンドメ
ディアとは何か？
今号は、「AI検索時代のオウンドメディア戦略」を考える4回シリーズの１回目になります。以下は予定になります。（変更になる場合
がございます）
１号　改めて、オウンドメディアとは何か？（今号です）
２号　AIがもたらす「オウンドメディア」への影響
３号　AI検索時代に強い「オウンドメディア」の概要
４号　これから始める「オウンドメディア」再設計のステップ
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

⾃社で「オウンドメディア」を始めるべきだろうか、「オウンドメディア」の目的とは何か、「オウンドメディア」でどんな効果を得られ
るのだろうか、このように悩んでいる⽅もいらっしゃるのではないでしょうか。

企業にとってのオウンドメディアは、自社の存在意義を示し、企業が「何のために存在するのか」を社会に伝える場をつくることにありま
す。
近年のChatGPTをはじめとした⽣成AIの登場により、コンテンツ制作の⽣産性が⾶躍的に向上し、より多くの企業がオウンドメディ
ア運⽤に取り組みやすくなっています。しかし、これからは、コンテンツを単なる「情報」ではなく「熱量」として捉え、コンテンツがど
れだけ熱を持てるかを重視したいものです。
「開発ストーリーに感動した」「導入イメージがわいた」「社内資料として検討したい」といった多様な価値を生み出し、AIには生み出
せない“熱量”こそが人間が作るコンテンツの強みと言えます。

マーケティングは顧客の立場に立つことが重要です。生成AIで“簡単に誰でも作れてしまうコンテンツ”に、読者が刺激されるかには疑
問があります。AIで作成され溢れかえる、これからのコンテンツの世界を想像すると、敢えて、必要とされないコンテンツをAIで作る
意味はないと思います。

特定の悩みを持った人がAIに相談した際、真っ先に自社が信頼できるパートナーとして推薦される状態をどう作るか。そのためには、一
貫した専門性を持って発信し続けるしかありません。その意味で、地道に自社の一次情報である強みや実績、ブランドを積み上げてきた企
業にとっては、オウンドメディアの可能性は広がり、市場に於ける指名獲得の絶好のチャンスになると考えます。

AIが情報を拾いに行く先も、結局はWeb上にある信頼できるコンテンツであり、「その企業だからこそ言えること」に基づいたコンテ
ンツです。その上で、これからは「狭く深く」刺しにいく設計が求められます。

マーケティング戦略を構築する上で、当該市場や競合での自社のポジション（問題点と課題を整理し位置づけたもの）の仮定設計に役立つ
フレームワークである「3C分析」※では、コンテンツを企画する上で①「顧客ニーズがある市場」②「自社の強みが活きる市場」③「競合
他社が少ない市場」の順番でマーケティング戦略及びコンテンツ企画を行うことが重要であるといわれています。

https://jmnexst.co.jp/20260908/8349
https://jmnexst.co.jp/20260908/8349


「ユーザーが何を知りたがっているか」を分析し、それに対して「専門性のある、信頼に足る一次情報」を提示するという「「顧客視点」
の考え方自体は、AIに引用されるためにも、AI検索の結果に表示されるためにも重要性が増しているといえます。

※３C分析とjは（顧客=Customer、競合=Competitor、自社=Companyのそれぞれの頭文字で、「ターゲット
顧客がたくさんいる市場こと」、「競合他社が少ない市場を選ぶこと」、「自社の強みが活きること」。この3つの条件が揃う戦略を立て
ること

１．なぜ、オウンドメディアの重要性が増すのか
AIが回答を生成するためには、信頼できる情報源が必要。その情報源の中核を担うのが、オウンドメディアです。

AI検索が主流になりつつあるからこそ、自社の経験・知見・想いを発信するオウンドメディアの価値はむしろ高まっています。

外部プラットフォームのアルゴリズムに依存せず、企業が自ら発信するオウンドメディアは、自社の専門性と信頼性を蓄積できる「資産」
としての価値が再評価されています。
AI最適化を行いつつ、Webサイトの構造化、独自性と専門性、ブランドの想起性という3つの視点で戦略を再設計することで、オウン
ドメディアは持続可能な資産となります。短期のPVに一喜一憂せず、中長期のブランド形成として向き合う姿勢が求められます。

２．オウンドメディアを運用する目的
オウンドメディアの持つ付加価値には、多くの目的があります。

１）リード（顧客リスト）獲得
リード獲得施策にオウンドメディアが活用されます。特にBtoBオウンドメディアに多い運用目的が、サービスや商品のお問い合わせ、
資料請求といった「リード獲得」です。
広告媒体では、1件あたりのCVを獲得するまでの費用（CPA）が高騰しています。オウンドメディアは質の高いコンテンツを作り込み、
継続して運用することでメディア自体を資産化することができ、また、その集客力と見込み客づくりの結果として長期的な費用対効果
（ROI）を高めることが期待できるため、広告費をオウンドメディアに予算配分するという流れが加速しています。
さらにAI時代においては、AIを活用してコンテンツの量を効率的に増やしつつも、企業独自の形式知や暗黙知を活用して質的な差別化
を図ることで、より効果的なリード獲得が可能になっています。
２）認知拡大
オウンドメディアは、リード獲得だけでなく、サービスや商品自体を知らない「非認知層」に向けての認知拡大施策にも用いられます。
３）ブランディング
ブランディング施策にもオウンドメディアは用いられます。自社サービスの強みや特長をユーザーに認知してもらい、ユーザーが持っている
「重視して選びたい」という評価軸とブランドを結びつけます。
オウンドメディアは、コンテンツの内容や告知方法などを自分たちでコントロールしながらコンテンツを継続的に発信することがで
き、AI時代においても、ブランディングの重要性は変わりません。むしろ、AIによってコンテンツの量産が容易になればなるほど、企
業のブランドアイデンティティを一貫して表現することが差別化の鍵となります。
４）採用力の強化
AI時代においては、AIを活用してコンテンツ制作を効率化しつつも、社員の生の声や企業文化を反映したコンテンツを発信することが、
採用ブランディングにおいてより重要になります。



自社の採用ページでの他社差別化コンテンツを紹介することにより、会社の事業や組織、社員イメージの理解が深まり、面談数やミスマッ
チ、採用確率、採用数にも貢献すると考えます。
５）直接的な収益化（マネタイズ）
オウンドメディアはあくまでも自社の事業課題を解決することが主な目的ですが、一部を商業メディア化することで、オウンドメディアの
運用にかかる人件費やコンテンツ制作費を賄うことも可能です。
６）社内の暗黙知の形式知化と活用
新たに重要性を増している目的として、社内の暗黙知を形式知化し、それを活用することが挙げられます。
暗黙知とは、社内のそれぞれの専門スタッフが持つ貴重な経験や判断、ノウハウなど、これまでまとまっていなかった知識や情報のことで
す。AI時代においては、こうした暗黙知を形式知化し、それをオウンドメディアを通じて発信することで、他社との差別化を図ることが
可能になります。
この取り組みは、対外的なオウンドメディアだけでなく、社内向けのナレッジとしての基盤にも応用できます。対外的には企業の専門性や
独自性をアピールし、社内的には情報共有や教育に活用することで、オウンドメディアの価値を最大化することができます。
具体的な活用例）
・形式知化した情報を社内の教育に活用する
・各部署のプロジェクトの知見や経験や情報を蓄積し共有する
・社内の知識を循環させ、企業の競争力を高める

・企業のビジョンや価値観などの社内文化形成を浸透させる
７）企業のWeb広報の役割
企業の広報誌は印刷物で配布していた頃は、費用や労力の負担となって廃刊する企業さまも見受けられました。
今では、企業内情報量の増加やメディアの多様化、SNSなどの普及によりWeb広報の役割が重要になっています。

Web広報は、広報誌をデジタル化したもので、企業が自社の情報を不特定多数の人々に伝え、費用を抑えつつ企業に対する理解や共感を
得ることを目的としています。広報の本質は「組織とステークホルダー（利害関係者）との良好な関係を築くこと」であり、オウンドメディ
アを通じて情報を発信することで、ブランド認知の向上や信頼関係の構築、顧客や社会との双方向コミュニケーションが可能になります

３．オウンドメディアのメリットとデメリット
企業ＨＰとも、広告とも異なるオウンドメディア。商品サイトや販売支援サイト、メルマガ・ＭＡなどと連携することで相乗効果を出す特
性があります。ここでは、単体サイトとしてのデメリットを挙げ、次にメリットを考えてみたいと思います。
【デメリット】
オウンドメディアとして記事コンテンツを公開しても、すぐに評価され、AI検索や検索上位に表示されるわけではないため、成果が出る
までにある程度の時間がかかる場合があります。短期的な成果を求める施策というよりも、長期的な視野をもった、最新の事業活動情報を
伝える企業資産として運営することが重要です。（メルマガやWeb広告の活用により短期的な成果も狙うことも可能です）
【メリット】
１）継続的な投資で、顧客基盤をつくる
２）広告費の削減になる
３）自社メディアとの相乗効果がある
４）自社メディアを持つことによって直接アプローチができる



５）自社独自の業界NO1『業界特化型オウンドメディア』で他社差別化を図る

１）継続的な投資で、顧客基盤をつくる
オウンドメディアに公開した記事コンテンツは、ＡＩや検索エンジンによって、継続的な集客を行える安定した資産であることから、コン
テンツ作成の予算は”経費”ではなく”投資”と言えます。また、自社媒体ではなく、情報を見るだけで終わる確率が高い広告やSNS経
由のユーザーよりも、ＡＩや検索エンジン経由のユーザーの方が興味関心レベルや購買意欲が高いため、特に、BtoBやBtoBtoC
業界にとっては、競合が強くても直接流入が期待でき、集客効果を見込め、より売上に繋がりやすい顧客層を獲得できるとも言えます。ま
た、業界特化型でかつ専門性が高ければ権威性も期待できるため、ドメイン強化にも繋がります。継続的な顧客づくりに投資している企業
や事業部は、将来も成長する可能性が高いと考えます。
２）広告費の削減になる
一般的に、広告を中止したり広告費を削減すれば、売上は下がるかもしれません。しかし、オウンドメディアなら、広告費をかけずに集客
が期待されます。いままで、広告や展示会、まとめサイトなどの他社媒体に依存していた集客が、自社媒体であるオウンドメディアでもで
きるなら、その分だけコストダウンが図れることになります。
３）自社のメディアとの相乗効果がある
オウンドメディアは自社の他のメディア、たとえば、企業サイトや商品サイト、SNS、導入事例サイト、メルマガ・MAなどとの相乗効
果が期待されます。オウンドメディアの読者を企業HPや商品サイト・販売支援サイトに誘導させる、新記事をメルマガで告知する、メル
マガ会員募集する、新商品の発売や最需要期に期間限定で行う展示会やセールスプロモーション施策、ツールとの連動告知など自社メディ
アならではの特性を生かして臨機応変な活用ができます。こういった可能性があるのも、自社で自由に操作できるオウンドメディアを持っ
ているからです。

４）自社メディアを持つことによって直接アプローチができる
自社メディアを持つには、人の手間や手続き・時間、運用コストがかかることが負担になります。しかし、これからは、自社メディアを持っ
ている企業と持たない企業の格差が徐々に、確実に企業・事業の差となっていく時代になります。自社のメディアであるからこそ、自社の
商品・サービスの強みを生かしたサイトとして他社の広告やWeb媒体に影響されずに、また、何ら制限されることもなく集客や新商品
のPRができます。情報を発信する側の立場としての権威やブランディングにもなり、自社の顧客が根付きやすい環境の場にもなります。

逆に、自社メディアがない企業は、これからもずっと、多くの費用を投下して集客や宣伝を他社媒体に頼らざるを得ません。表現や容量の
幅にも制限がありますし、自社媒体でないためにリード獲得の制限や効果測定の限界、成果も限定的になってしまいます。保険の掛け捨て
と同じように投資ではなく経費となり、将来使える武器、資産にもなりません。このように、自社メディアがあるのとないのとでは、大き
な差があると言えます。

また、もうひとつ重要なことがあります。いままで長い流通販売ルートのために、アプローチ不可能だったエンドユーザーとの直接的な販
売チャネルを自社で持てることが期待され、これも大きな強みになります。流通販売ルートを流通代理店に握られた多くの業界のビジネス
モデルでは、これから考えられる流通再編の影響が想定されるだけに、望ましい状況とは言えません。いままでのように、右肩上がりの市
場ならいいいかもしれませんが、不確定で、厳しさが想定されるこれから、BtoBやBtoBtoC業界の企業にとって、自社メディア
を展開することで集客して顧客リストをしっかり蓄積し直接アプローチ可能なメディアを構築することは、企業にとって最重要課題と言え
ます。他社媒体や流通販売ルートに依存することなくユーザーに直接アプローチできる体制は必要不可欠。インターネットでなら、自社メ
ディアを持つことが出来ます。これが、自社メディアの持つメリットの大きい理由です。



５）自社独自の業界NO1『業界特化型オウンドメディア』で他社差別化を図る
私たちが目指したいのは、自社独自の業界特化型オウンドメディアです。多くのWebサイトが乱立する企業のサイトを見ても、業界を代
表することを目標とした、本質的な価値を追い求めるサイトは少ないのが現状と感じます。市場での事業/商品カテゴリーNo1としての
専門的な知見溢れるコンテンツで成り立つオウンドメディアは「資産」と言われますが、そのコンテンツの質量が欠落しているからです。
何もしなければ、より評価されるコンテンツが他のWebサイトでアップされ、常に新しい情報によって更新されていくため、価値は下がっ
ていきます。しかし、新しい需要のあるコンテンツを掲載したり、過去記事の定期的な更新・メンテナンスなどにより、顧客ニーズにきち
んと応えていくことができれば、自ずとアクセス数は増えリードし続けることができます。本質的な付加価値を持つ自社独自の業界特化型
オウンドメディアを築き、コーポレートサイトや商品サイトと連動し、乱立している他社のWeｂサイトと差別化を図ることが重要です。

オウンドメディアは、競合との差別化と自社の専門的知見を徹底したコンテンツの集合体。企業が考える強みコンテンツがしかるべきター
ゲットにとって魅力的なのか、コンテンツが継続的に蓄積できるか、しっかりと考慮する必要があります。もし、専門性を築くことができ、
うまくブランディングすることができれば、「特定のジャンルならこのサイト！」といった指名検索され、市場/業界にとって揺るない確
固たる信用を勝ち得ることができます。自社独自の業界特化型オウンドメディアを構築し他社差別化を図り、業界ＮＯ１の集客サイトを資
産として持つことに大きな価値があると信じております。



 

AI対策マーケティング（１）SEOの重要性とAI検索化によ
るビジネスチャンス
今号は、「AI対策マーケティング」を考える５回シリーズの１回目になります。以下は予定になります。（変更になる場合がございます）
１号　SEOの重要性とAI検索化によるビジネスチャンス（今号です）
２号　Ai検索増加によるユーザーの傾向と取り組むべき対策
３号　AI検索に好まれるコンテンツ作成のポイント
４号　AIに引用参照されるために、コンテンツ作成で重要な内容
５号　AI検索対策で重要な、Webサイト作成の方法
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１．SEO検索とAI検索の共通点と違い
従来の検索エンジンでは、生成AIを活用したAI検索は、いずれも「ユーザーが求める情報にたどり着けるようにする」という目的は共
通しています。しかし、そのアプローチや技術的な仕組みには明確な違いがあります。
検索エンジンはキーワードに依存したアルゴリズムによって構築され、クローラーがWeb上を巡回し、リンクをたどりながらページを発
見・収集し、その中に含まれるキーワードや構造化データを分析してランキングを決定、特に、ページ内でのキーワードの出現頻度、被リ
ンクの質と量などが評価指標となり、検索結果に反映されてきました。

近年の検索エンジンではAI技術の発展とともに「検索した意味」を理解しようとする方向へと進化しています。単純なキーワード一致で
はなく、ユーザーの検索意図を汲み取り、コンテンツの文脈的関連性や意味的な深さに基づいて情報の順位づけを行うようになりました。

このように検索エンジンが“AI化”しつつある一方で、さらに生成AI検索は、根本的に異なるアプローチを取ります。AI検索はリン
ク構造に依存せず、Webサイト上のすべての情報を「回答素材」として取り込み、再編集・再構成してユーザーに提示するのが特徴です。
ユーザーはリンクをクリックして情報を探すのではなく、AIから直接、要約や推奨といった「一歩踏み込んだ答え」を得るUXを体験で
きます。

検索エンジンは「リンクをたどって欲しい情報を探す」ナビゲーター、AI検索は「情報を読み解き文脈を理解したうえで回答を提示する」
アシスタントと考えると、その違いがわかります。

検索エンジンとAI検索の両方に共通しているのは、「Web上の情報をいかに正確に取得し、ユーザーのニーズに合った形で届けるか」
という点です。しかし、その評価プロセスや情報の取得方法・構造の理解の仕方・ユーザーへの提示方法などには、今後ますます大きな分
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岐が生まれていくと考えられます。
そのため、今後のWeb戦略では、「検索エンジン向けの構造化」と「AI検索向けの文脈化」という両軸での最適化が求められる時代に
突入していきます。

 ２．SEO検索の延長線上にAI検索がある
近年、生成AIの急速な普及により、ユーザーの情報収集行動は大きく変化し、ChatGPTやGeminiなどをはじめとする生
成AIや、GoogleのAI  Overviewに代表される「AIによる要約表示」により、Web画面を訪れずに情報を入手する傾
向が強まっているため、企業のWebマーケティングにも直接的な影響を及ぼしています。

検索エンジンとAI検索はアプローチこそ異なるものの、「ユーザーに価値ある情報を届ける」という共通の目的を持ち、そのため、E-
E-A-T（経験・専門性・権威性・信頼性）や一次情報の重要性、情報の正確性、コンテンツの更新性といった要素が重要視されていま
す。

AIは、その学習元である検索エンジンで高く評価されているページなどのWeb上の膨大な情報をもとに回答を生成しています。

AI検索における回答は、検索エンジンで評価されたページ、つまり検索上位のコンテンツを“信頼できる情報源”として参照しやすい傾
向があり、この構造により、検索結果上で上位表示されているコンテンツほど、AIに参照・引用される可能性が高くなります。逆に言え
ば、AIに情報源として選ばれるためには、まず検索エンジンで評価される必要があります。

SEOの基礎が整っていない状態でAI対策だけを行っても効果は出にくく、逆にSEOを強化することでAI対策にもプラスの影響があ
ります。そのため、検索からの流入とAIからの流入の両方を確保するために、AI時代になっても、SEOは引き続き重要です。

Google自身も、「SEOは終わった」をきっぱりと否定、従来のSEOを完全に踏襲していると発表していて、質の高いコンテンツ
を蓄積することがAIに評価・参照される確率を高めるということは、これからも変わらない重要な点になります。

生成AIの活用が広がったとしても、目的である問い合わせや資料ダウンロードを達成するために、最終的には、企業のWebサイトへ訪
問させる流れ自体が重要であるという本質は変わりません。

尚、現在のところ、SEOにおけるKWと違い、AI検索で入力するプロンプトの検索ボリュームを正確に把握することは困難な点もあり
ますので、例えば、市場調査や現場の声に基づいて、ユーザーが入力するKWを想像し、SEO分析ツールでリサーチしつつ、ユーザーが
入力する文章（プロンプト）を仮設しながらPDCAを回し検証と対策を行うことが重要になります。

３．AI対策がもたらす大きなメリット
AI対策に積極的に取り組むことで、これまでのマーケティング施策では得られなかった大きなビジネスチャンスを掴むことができます。
１）AI検索という新たな集客チャネルの創出
AIの回答内で自社サイトが引用元として表示されれば、それは新たな集客チャネルの開拓を意味します。特に、比較検討情報を探してい
る見込み度の高いユーザーに対しては、専門性や信頼性を効果的にアピールすることができます。
２）AIからの「推奨」によるブランド認知度と信頼性の向上
ユーザーは、AIが提示する情報を「客観的で信頼できる」と捉える傾向があります。そのため、AIの回答に引用されることは、第三者
からのお墨付きを得ることに等しく、ブランドの信頼性を飛躍的に高める効果が期待できます。これは、その分野における第一人者として



のブランドイメージを確立し、市場での権威性を強固にする絶好の機会と言えます。
３）競合に対する先行者利益の確立
AI検索はまだ発展途上の分野であり、多くの企業がその重要性に気づきながらも、具体的な対策に着手できていません。この領域にいち
早く取り組むことで、競合他社に先駆けてAIに「信頼できる情報源」として認識させることができ、後から参入する競合に対して揺るぎ
ない優位性を築くことが可能になります。
４）既存のSEO施策の価値を高められる
AI最適化対策はSEOと競合する施策ではなく、むしろSEOの成果を補完・強化する存在です。E-E-A-T（経験・専門性・権威
性・信頼性）を高めたコンテンツは、生成AIだけでなく検索エンジンからも高く評価されます。つまり、AIからも選ばれるサイト構造
の基礎がSEOで上位を目指すための施策にもなります。

５）長期的にコンテンツの価値を維持できる
AIが評価するのは、正確で信頼が置ける構造的な情報です。ターゲットに合わせた企画や記事の構成、データ構造を見直すことで、コン
テンツの品質が向上します。
結果として、AIにも顧客にも理解されやすく、長期的に価値のあるコンテンツを構築できます。SEOのアルゴリズムが変化して
も、AIが重視する内容の明確さと信頼性が担保されていれば、継続的に成果に繋げられるでしょう。


